
平成２６年度第２回富山市地域密着型サービス等運営委員会 

次   第 

               ・日  時 ：平成２６年９月２９日（月） 

                        午後２時から 

                 ・場  所 ：富山市役所 ８０６会議室 

１ 開  会  

２ 議  事 

  第６期介護保険事業計画の策定について 

１． 人口等の推計について           ………… 資料１

２． 介護サービスの基盤整備について      ………… 資料２

３． 地域密着型通所介護について        ………… 資料３

  ・参考資料〔日常生活圏域別介護サービス基盤の整備状況〕 

３ 閉  会 



１．第 6 期計画期間（平成 27 年度～29 年度）における人口等の推計 

（＊各推計値は、過去の実績に基づく現時点での概算値であり、今後、基礎データの更新

及び施策の反映等により異なってきます。）

（１）人口及び高齢者数等 

   富山市の総人口は、減少が続いており、平成 26 年度の 42 万人から平成 29 年

度には 41 万 5 千人へと 5 千人・1.2％減少する見込みです。

  一方、65 歳以上人口（第 1 号被保険者数）は、平成 26 年度の 11 万 3 千人から

11 万 9 千人へと 6 千人・5.3％の増加、高齢化率は 27.0％から 28.8％へと上昇す

る見込みです。

  また、増加が続いている 65 歳から 74 歳までの前期高齢者数は、平成 27 年度

をピークに減少に転じ、75 歳以上の後期高齢者数の増加が顕著となってきます。

   なお、平成 37（2025）年の総人口は 39 万 6 千人、65 歳以上人口は 12 万 4 千

人、高齢化率は 31.2％と見込んでいます。

第７期 第９期
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

総人口① 422,069人 420,546人 420,032人 419,014人 417,014人 415,013人 409,012人 396,080人
　１号被保険者（65歳以上）② 106,757人 110,610人 113,321人 116,577人 117,951人 119,325人 123,446人 123,650人
　　・前期高齢者（65～74歳） 53,499人 56,458人 58,792人 61,418人 61,130人 60,841人 59,976人 48,874人
　　・後期高齢者（75歳以上）③ 53,258人 54,152人 54,529人 55,159人 56,821人 58,484人 63,470人 74,776人
　２号被保険者（40～64歳） 141,026人 139,816人 139,036人 138,046人 137,860人 137,673人 137,114人 135,549人

高齢化率（％）（②/①×100） 25.3 26.3 27.0 27.8 28.3 28.8 30.2 31.2
後期高齢化率（％）（③/①×100） 12.6 12.9 13.0 13.2 13.6 14.1 15.5 18.9

第５期 第６期

〔推計方法〕

 ・「富山市将来人口推計」（H22.12 月）及び実績値（各年 10 月 1 日、H26 は 7 月 1 日の数値

を暫定利用）に基づき推計
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（２）要介護（要支援）認定者数 

65 歳以上の第 1 号被保険者に係る認定者数は、平成 26 年度の 2 万 2 千人から

平成 29年度には2万 5千人へと3千人・15.6％の増加、認定率は 18.5％から 20.4％
へと上昇する見込みです。

   要介護度別では、要支援及び要介護 1・2 の増加率が高い（20～27％）一方、

要介護 4・5 は横ばいと見込まれます。（要支援認定者に対する予防給付のうち地

域支援事業への移行に伴う影響は考慮していません。）

   なお、平成 37 年（2025）の認定者数は 3 万 1 千人、認定率は 24.8％と見込ん

でいます。

第７期 第９期
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

総数 19,866人 20,898人 21,505人 22,520人 23,667人 24,851人 28,137人 31,171人

　要支援1 1,710人 1,878人 1,910人 2,080人 2,266人 2,462人 2,836人 3,130人

　要支援2 2,305人 2,408人 2,519人 2,620人 2,733人 2,853人 3,216人 3,572人
　要介護1 3,243人 3,556人 3,736人 4,051人 4,394人 4,753人 5,510人 6,093人
　要介護2 3,991人 4,322人 4,533人 4,879人 5,258人 5,649人 6,563人 7,272人
　要介護3 3,456人 3,591人 3,616人 3,741人 3,889人 4,038人 4,547人 5,019人
　要介護4 2,721人 2,690人 2,734人 2,688人 2,649人 2,604人 2,725人 3,061人
　要介護5 2,440人 2,453人 2,457人 2,462人 2,478人 2,492人 2,739人 3,023人

第５期 第６期

第７期 第９期
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

　１号被保険者（65歳以上） 18.1 18.4 18.5 18.9 19.7 20.4 22.4 24.8
　　・前期高齢者（65～74歳） 3.9 4.0 4.1 4.1 4.3 4.4 4.7 4.7
　　・後期高齢者（75歳以上） 32.4 33.5 34.2 35.3 36.2 37.1 39.0 37.9
　２号被保険者（40～64歳） 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

第６期
認定率

第５期

〔推計方法〕

 ・（1）の高齢者数の見込み、認定者数及び認定率の実績値（各年 10 月 1 日、H26 は 7 月 1 日

の数値を暫定利用）に基づき推計
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（３）主な介護保険サービスの利用推計（計画期間中の月平均） 

第５期計画
第５期実績
見込み （Ａ）

第６期推計
（Ｂ）

増減
(C)=(B)-(A)

増減率
(C)/(A)

　1　介護予防サービス

人数 1,235人 1,014人 1,052人 38人 3.7%

回数 259回 285回 502回 217回 76.1%

人数 65人 59人 135人 76人 128.8%

　介護予防通所介護 人数 1,847人 1,656人 2,006人 350人 21.1%

　介護予防短期入所生活介護 日数 264日 253日 271日 18日 7.1%

人数 48人 44人 42人 -2人 ▲ 4.5%

　介護予防支援 人数 3,448人 3,142人 3,762人 620人 19.7%

　２　地域密着型介護予防サービス

回数 31回 25回 150回 125回 500.0%

人数 4人 5人 18人 13人 260.0%

人数 21人 25人 69人 44人 176.0%

人数 1人 0人 1人 1人 皆増

　３　居宅サービス

回数 48,814回 59,362回 84,456回 25,094回 42.3%

人数 2,894人 3,015人 3,738人 723人 24.0%

回数 3,841回 3,062回 5,317回 2,255回 73.6%

人数 674人 652人 752人 100人 15.3%

回数 60,039回 58,792回 61,185回 2,393回 4.1%

人数 5,892人 5,645人 7,127人 1,482人 26.3%

　短期入所生活介護 日数 15,477日 15,732日 18,559日 2,827日 18.0%

人数 1,493人 1,418人 1,544人 126人 8.9%

　特定施設入居者生活介護 人数 68人 78人 141人 63人 80.8%

　居宅介護支援 人数 9,431人 9,224人 11,236人 2,012人 21.8%

　４　地域密着型サービス

人数 61人 65人 392人 327人 503.1%

人数 53人 30人 2人 -28人 ▲ 93.3%

回数 3,471回 4,065回 5,081回 1,016回 25.0%

人数 317人 339人 367人 28人 8.3%

人数 518人 473人 599人 126人 26.6%

人数 500人 508人 540人 32人 6.3%

人数 165人 182人 274人 92人 50.5%

　５　施設サービス

人数 1,699人 1,649人 1,659人 10人 0.6%

人数 1,629人 1,619人 1,619人 0人 0.0%

人数 873人 788人 733人 -55人 ▲ 7.0%

　（＊小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行は考慮していない）

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

　夜間対応型訪問介護

　認知症対応型通所介護

　介護療養型医療施設

　小規模多機能型居宅介護

　認知症対応型共同生活介護

　地域密着型介護老人福祉施設

　介護老人福祉施設

　介護老人保健施設

　介護予防小規模多機能型居宅介護

　介護予防認知症対応型共同生活介護

　訪問介護

　訪問看護

　通所介護

　介護予防訪問介護

　介護予防訪問看護

　介護予防認知症対応型通所介護



２．介護サービスの基盤整備について 

（１）第４期（H21～23）、第５期（H24～26）の整備量 

施設・居宅サービス 第４期 第５期 第５期末累計 

介護老人福祉施設 
―

〔―〕

―

〔40 床〕

２３施設

〔1,734 床〕

介護老人保健施設 
―

〔―〕

―

〔―〕

１８施設

〔1,783 床〕

介護療養型医療施設 
―

〔―〕

―

〔―〕

１５施設

〔960 床〕

特定施設入居者生活介護 ― ３６床 ５６床

地域密着型サービス 第４期 第５期 第５期末累計 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ― ３ ３事業所

夜間対応型訪問介護 ― ２ ３事業所

認知症対応型通所介護 
１０

〔118 人〕

２

〔6 人〕

２４事業所

〔257 人〕

小規模多機能型居宅介護 
１２

〔300 人〕

―

〔―〕

２６事業所

〔650 人〕

認知症対応型共同生活介護 
１０

〔90 人〕

１

〔18 人〕

４０事業所

〔531 人〕

地域密着型特定施設入居者生活介護 ― ― ０

地域密着型介護老人福祉施設 
６

〔120 人〕

１

〔29 人〕

１２事業所

〔261 人〕

複合型サービス 
― １

〔25 人〕

１事業所

〔25 人〕

（２）特別養護老人ホームの入所申込者数 

 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

平成２１年度 １２３ １３４ ７８ ３３５ 

平成２５年度 ３１１ ２５６ １７０ ７３７ 

※各年４月１日現在（県の集計基準である施設等以外からの申込で要介護３以

上のもの）

資料２



（３）サービス別・要介護度別受給者数（月当たり） 

要支援
１・２

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 対定員比

12 71 400 558 547 1,588 93.7%
(0.8%) (4.5%) (25.2%) (35.1%) (34.4%)

158 390 467 409 208 1,632 91.5%
(9.7%) (23.9%) (28.6%) (25.1%) (12.7%)

0 8 54 252 475 789 82.2%
(0%) (1.0%) (6.8%) (31.9%) (60.2%)

10 22 24 22 12 10 100 178.6%
(10.0%) (22.0%) (24.0%) (22.0%) (12.0%) (10.0%)

8 16 20 10 8 62
（12.9%) (25.8%) (32.3%) (16.1%) (12.9%)

3 7 5 3 4 22
(13.6%) (31.8%) (22.7%) (13.6%) (18.2%)

5 53 96 97 59 33 343 133.5%
(1.5%) (15.5%) (28.0%) (28.3%) (17.2%) (9.6%)

31 107 132 134 60 41 505 77.7%
(6.1%) (21.2%) (26.1%) (26.5%) (11.9%) (8.1%)

1 57 153 183 67 52 513 96.6%
(0.2%) (11.1%) (29.8%) (35.7%) (13.1%) (10.1%)

0 8 64 84 95 251 96.7%
(0%) (3.2%) (25.5%) (33.5%) (37.8%)

認知症対応型
共同生活介護

地域密着型介護
老人福祉施設 ―

特定施設入居者
生活介護

介護療養型
医療施設

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護 ―

夜間対応型
訪問介護 ―

認知症対応型
通所介護

―

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

―

―

小規模多機能型
居宅介護

―

―

（＊カッコは要介護度別構成比、介護保険事業状況報告（平成 26 年 6 月分））

（４）施設整備に対する要望・意見 

① 市民意識調査（H25 年度） 

  Ｑ：「今後のまちづくりの重点施策」 

   第１位：高齢者・障害者への支援（介護サービス基盤整備など） 

② 高齢者保健福祉実態調査（H25 年度、前回 H22 年度） 

  Ｑ：望ましい介護の生活形態 

   「在宅で暮らしたい」57.6％（前回 54.9％） 

  Ｑ：身近に整備してほしい介護・福祉施設 

   第１位：「小規模多機能型居宅介護」43.2％（前回 41.2％） 

③ 介護保険サービス事業者アンケート（H26 年度） 

  ・一定程度の施設整備が必要。 

  ・訪問系サービス、介護老人福祉施設や小規模多機能型居宅サー

ビスの不足を感じている。 



 ④ 地域懇談会での意見（H26 年度） 

  ・要介護２・３の方々に対するサービスを充実すべき。 

・ケアハウスは生活が自立している方の施設であり、特養の受け

皿ではない。 

  ・施設整備とともに人材確保が重要。 

（５）関連する目標等 

① 総合計画後期基本計画（H24～28 年度） 

  ア 介護保険の在宅サービスを利用する高齢者の割合 

59.5％（H22）→65％（H28）、現状：65％（H25） 

  イ 特別養護老人ホームの個室ユニット化率 

31.9％（H23）→40％（H28）、現状：36.2％（H25） 

② 国の参酌標準（施設における生活環境の改善） 

平成 37 年度の介護保険３施設の入所定員の合計数のうちのユニ

ット型施設の入所定員の合計数が占める割合を 50%以上（特養のユ

ニット型施設の入所定員割合については 70%以上）とする。 

（６）医療・介護サービスの提供体制改革のための新たな財政支援制 

度（地域医療介護総合確保基金）（H26、介護については H27 から） 

 医療・介護サービスの提供体制改革のために新たな財政支援制

度として、都道府県に消費税増収分を財源とした基金を設置する。 

＊基金の対象事業 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備整備 

② 在宅医療の推進に関する事業 

③ 介護サービスの施設・設備の整備 

④ 医療従事者の確保・養成に関する事業 

⑤ 介護従事者の確保・養成に関する事業 



（７）第６期（H27～H29）計画の整備方針（案）について 

① 基本方針 

   平成 37（2025）年を見据え、地域包括ケアシステムの構築を目

指し計画的な整備を行うこととし、第５期計画の進捗状況を勘案

しながら、具体的には次の方針に基づき、整備目標を検討する。

  ア 高齢者が住み慣れた地域で継続して生活できるよう、在宅介

護を支える小規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスの

整備を推進する。

  イ 特別養護老人ホームの入所申込者や今後の介護需要の増大に

対応するため、地域密着型特別養護老人ホームやグループホー

ム等の施設・居住系サービスを計画的に整備する。

  ウ 日常生活圏域それぞれの特性を踏まえつつ、地域バランスを

考慮した整備を進める。

（② サービス別整備目標（案）等）



② サービス別整備目標（案）等

整備目標（案）
保険料への
影響額 〔平均給
付実績/月・人〕

現　状 課題・整備に対する考え方

介護老人福祉施設
－

　　　　〔247千円〕

介護老人保健施設
　　　－

〔255千円〕

介護療養型医療施設
　　　－
　〔369千円〕

　・　現行ではＨ29年度末までの転換が必要であり、新規指定はできな
　　い。　（施設機能を確保する必要性について議論がある）

■
居
宅

特定施設入居者生活
介護

　○　５０～１００床程度の新規指定を行う
・月額16円
　　～32円の増

〔170千円〕

　・　事業所数が少なく、第５期では５０床の計画に対し
　　３６床の整備に留まった。
　・　サービス付き高齢者向け住宅の増加（29施設720
　　戸）

　・　ケアハウス等の入居者の介護度が重度化している。
　・　既存施設の活用を図ることで整備できる。
　・　要介護度が低く施設サービスが必要な方へのサービスとして期待
　　できる。

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

　・ 重度の要介護者等の在宅の限界点を高めるため、
　　医療ニーズのある方等が在宅で生活できるように
　　平成24年度に創設され、本市では第５期に３事業
　　所を整備。
　・　地域包括ケアシステムの一翼を担う重要なサービ
　　ス。
　・　利用者のうち要介護２・３が約５８％を占めている。

　・　利用者が伸び悩んでいる。
　・　有資格者の配置や訪問看護事業所との連携等で参入障壁となって
　　おり、要件緩和や報酬改定の議論が行われている。
　・　富山地域においてサービス提供の空白地域がある（豊田等、新庄
　　等、藤ノ木等、熊野等、水橋）。

夜間対応型訪問介護
　・　市内の３事業所はいずれも定期巡回・随時対応型
　　と同一の事業所である。

　・　定期巡回の整備に伴い、利用者数が減少している。
　・　H26年度より国の施設整備補助の対象外となった。

認知症対応型通所介
護

　○　新規整備は行わず、引き続き共用型の指定を
　　行う

　　　－
　〔121千円〕

　・　日常生活圏域に３か所を上限として整備してきた
　　が、３地域において未整備。
　・　平成25年度からグループホーム等での共用型の
　　指定を開始した。

　・　今後、認知症高齢者の増加が見込まれる。
　・　単独型では利用者が伸びない。

小規模多機能型居宅
介護

　○　３～７か所程度整備する （1施設25人定員）
　　　サテライト型の設置を認める。
　　　なお、複合型を合わせて日常生活圏域に合計
　　３か所を上限とする。

・月額21円
　　～48円の増

〔183千円〕

　・　日常生活圏域に２か所を上限として整備してきた。
　・　全国と比較し整備率は高く一定程度の整備が進ん
　　でいるが、さらなる整備ニーズがある。

　・　地域包括ケアシステムの中核を担うサービスであり、引き続き整備
　　を推進する。

複合型サービス

　○　２～３か所程度整備する
　　　第５期の未整備１か所を引き継ぐ。
　　　なお、小規模多機能と合わせて日常生活圏域
　　に合計３か所を上限とする。

・月額18円
　　～27円の増

〔232千円〕

　・　第５期で３か所を計画し、２か所を選定、うち１か所
　　を平成26年度に整備するため、サービス提供は平
　　成27年度開始予定である。

　・　第５期で公募・選定した２か所のうち、１か所が未整備である。
　・　類似の小規模多機能型居宅介護の整備率が高いため、さらに複合
　　型サービスがどのくらい必要なのか見込みにくい。

認知症対応型共同生
活介護

　○　４５床～７２床程度整備する （1ユニット9人定員）
　　　なお、既存１ユニット事業所の２ユニット化も可
　　とする。

・月額21円
　　～33円の増

〔242千円〕

　・　すべての日常生活圏域に１か所以上整備したもの
　　の、整備状況にはバラツキがある。
　・　全国と比較し整備率が高い。
　・　利用者のうち要介護２・３が約６６％を占めている。

　・　今後、認知症高齢者の増加が見込まれる。

地域密着型介護老人
福祉施設

　○　８７床～１７４床程度整備する （1施設29人定員）
　　　新設を優先しながらも増床についても可とす
　　る。

・月額43円
　　～85円の増
　 〔258千円〕

　・　日常生活圏域のうち整備済みは８地域で、２０人
　　定員の施設もある。

　・　入所申込者が増加している現状を踏まえ、計画的な整備が必要で
　　ある。
　・　他のサービスの整備量や保険料への影響とのバランスを勘案す
　　る。
　・　新規入所者は、原則要介護３以上と重点化が図られる。

（　※ 保険料への影響額は報酬改定等を見込まない概算額。　小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行に伴う整備方針については未定である。）

■

地

域

密

着

型

　○　１～３か所程度整備する
　　　ただし、夜間対応型を併せて行うかどうかは、
　　公募の申請者の提案に委ねる。
　　　また、併せて利用促進を図る。

・月額9円
　　～26円の増

・定期巡回100
人、夜間30人の
利用を想定

　定期〔130千円〕
　夜間〔  16千円〕

　・　地域包括ケアシステム構築の観点から、地域密着型サービスを中
　　心に整備する。
　・　介護老人福祉施設については、入所申込者が増加していること、
　　新規入所者を原則要介護３以上とする重点化が図られる。また、第
　　５期における個室ユニット化計画に未達成がある。

サービスの区分・名

■
施
設

　○　新設・増床については整備しない
　○　介護老人福祉施設の個室ユニット化について
　　は引き続き推進する
　　　第５期計画で未達成となった３施設８０床を引き
　　継ぐ。
　○　介護療養型医療施設の転換先として介護保
　　険施設を選択された場合は転換を認める。

　・　施設整備率、被保険者当たり給付費及び保険料
　　いずれも第５期計画では中核市で最も高い。
　・　介護老人福祉施設入所者のうち要介護３以上が
　　約９５％を占めている。



H26.8.27 介護給付費分科会資料抜粋



H26.8.27 介護給付費分科会資料抜粋



25 UFJ

25 6 11
71.7 65.3 52.7

15.6
11.1 9.9

n=1,821 n=1,821 

4.1%

46.7%

39.4%

13.4%

31.2%

15.4%

11.1%

71.7%

34.0%

21.1%

8.0%

4.0%

65.3%

26.2%

1.7%

4.7%

19.5%

16.7%

4.7%

52.7%

1.1%

2.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

40

39

H26.8.27 介護給付費分科会資料抜粋



22.2% 

25.7% 

14.6% 

11.4% 

4.0% 

18.1% 

9.0% 

8.6% 

22.6% 

13.8% 

12.0% 

30.6% 

19.0% 

7.1% 

9.4% 

10.7% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

30.6
25.7 22.6

41 
25

UFJ

n=1,821

H26.8.27 介護給付費分科会資料抜粋



H26.8.27 介護給付費分科会資料抜粋



(
) 

H26.8.27 介護給付費分科会資料抜粋



事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数事業所数事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 事業所数 定員

① 総曲輪等地区 1,888 - - 2 149 - - 2 149 7.9 10 2 13 325 6 75 1 48 - - 10 1 20

② 山室等地区 997 - - 1 100 1 21 2 121 12.1 7 2 9 243 4 45 1 5 1 4 8 - -

③ 堀川等地区 1,397 2 220 2 192 3 242 7 654 46.8 13 3 8 180 4 45 3 79 - - 16 - -

④ 蜷川等地区 1,097 1 90 - - - - 1 90 8.2 9 - 13 300 4 40 3 51 - - 11 1 36

⑤ 奥田等地区 1,052 1 70 - - 2 68 3 138 13.1 9 - 10 264 3 30 2 50 - - 8 - -

⑥ 五福等地区 837 - - - - - - - - - 6 1 5 95 2 25 - - - - 4 - -

⑦ 岩瀬等地区 1,252 1 100 - - - - 1 100 8.0 4 2 11 292 3 30 1 14 2 9 6 - -

⑧ 豊田等地区 926 - - - - 1 33 1 33 3.6 3 1 6 170 2 20 2 30 1 5 3 - -

⑨ 新庄等地区 1,312 - - 1 100 - - 1 100 7.6 10 - 12 262 5 60 3 30 1 3 9 - -

⑩ 藤ノ木等地区 983 2 176 1 100 1 170 4 446 45.4 5 2 12 271 5 66 1 13 2 25 6 - -

⑪ 熊野等地区 1,239 1 80 5 492 3 154 9 726 58.6 4 - 15 278 9 108 2 29 2 13 10 - -

⑫ 和合地区 711 2 160 - - - - 2 160 22.5 1 - 10 192 6 62 2 21 3 27 8 - -

⑬ 呉羽地区 1,182 3 200 - - - - 3 200 16.9 3 1 12 283 5 60 2 60 3 25 5 - -

⑭ 水橋地区 1,033 2 170 2 200 - - 4 370 35.8 5 - 8 160 3 30 2 29 1 3 5 - -

⑮ 大沢野等地区 1,235 2 98 1 100 - - 3 198 16.0 2 1 9 206 3 43 3 45 - - 5 - -

⑯ 大山地区 565 1 80 - - 1 58 2 138 24.4 1 - 5 75 4 50 1 20 - - 3 - -

⑰ 八尾等地区 1,200 3 130 1 150 1 50 5 330 27.5 3 1 8 179 3 39 2 20 - - 7 - -

⑱ 婦中地区 1,600 2 160 2 200 2 164 6 524 32.8 3 - 13 284 6 73 2 44 - - 7 - -

20,506 23 1,734 18 1,783 15 960 56 4,477 21.8 98 16 179 4,059 77 901 33 588 16 114 131 2 56合　計

通所介護のうち
定員１～１８人

認定者
100人当
たり定員

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設
介護3施設
小計

訪問
介護

基準該当
短期入所
生活介護

居宅
介護
支援

特定施設入居者
生活介護

日常生活圏域
要介護
認定者数
（H26.3月）

介護保険３施設（Ｈ２６年度末見込み） 居宅サービス（主なもの）（H26.4.1現在）

訪問
看護

通所介護
総数

短期入所
生活介護

参考資料 〔日常生活圏域別介護サービス基盤の整備状況① 〕



① 総曲輪等地区

② 山室等地区

③ 堀川等地区

④ 蜷川等地区

⑤ 奥田等地区

⑥ 五福等地区

⑦ 岩瀬等地区

⑧ 豊田等地区

⑨ 新庄等地区

⑩ 藤ノ木等地区

⑪ 熊野等地区

⑫ 和合地区

⑬ 呉羽地区

⑭ 水橋地区

⑮ 大沢野等地区

⑯ 大山地区

⑰ 八尾等地区

⑱ 婦中地区

合　計

日常生活圏域

事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員

- - 1 25 1 9 0.5 - - - - -

1 12 1 25 1 9 0.9 - - - - -

1 12 2 50 4 72 5.2 1 20 1.4 - -

2 22 2 50 4 54 4.9 2 40 3.6 - -

2 24 2 50 1 9 0.9 - - - - -

1 12 1 25 1 9 1.1 - - - - -

1 7 2 50 2 27 2.2 - - - - -

3 32 2 50 2 18 1.9 3 61 6.6 - -

2 24 2 50 1 9 0.7 2 49 3.7 - -

1 12 1 25 2 27 2.7 - - - - -

- - 1 25 5 72 5.8 1 29 2.3 - -

1(1) 12(3) 1 25 1 18 2.5 - - - - -

3(1) 36(3) 2 50 4 36 3.0 1 20 1.7 - -

1 12 1 25 4 45 4.4 1 20 1.9 - -

1 12 2 50 1 27 2.2 1 22 1.8 - -

- - 1 25 1 18 3.2 - - - - -

1 12 1 25 3 45 3.8 - - - 1 25

1 10 1 25 2 27 1.7 - - - - -

22(2) 251(6) 26 650 40 531 2.6 12 261 1.3 1 25

1 1

3 3

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

1 1

- -

1 1

- -

- -

定期巡回・
随時対応型
訪問介護
看護

夜間対応型
訪問介護

小規模多機能型
居宅介護

地域密着型サービス（平成２６年度末見込み）

認知症対応型
通所介護

（）は共用型で外数

認知症対応型
共同生活介護

地域密着型
介護老人福祉施設

複合型サービス
認定者
100人当
たり定員

認定者
100人当
たり定員事業所数 事業所数

参考資料 〔日常生活圏域別介護サービス基盤の整備状況② 〕


